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健康、安全、環境に関する指針 

 

Pirelliグループは事業の運営および発展において、労働安全衛生、従業員の福利、環境と生物多様

性の保護をコアバリューと見なしています。  

Pirelliの価値感および倫理規範に準拠し、国連グローバル・コンパクトに含まれる持続可能性モデ

ル、国際労働機関（ILO）の「労働における基本的原則および権利に関するILO宣言」、「環境と

開発に関するリオ宣言」に従い、また、国連の持続可能な開発目標への寄与を目的として、当グ

ループの持続可能な開発戦略は、労働安全衛生および環境の側面における継続的改善を追求して

います。  

このため、Pirelliは以下に取り組むものとします。  

• 国内外および地域の適用規制、調印したすべての自発的取り組みを遵守し、国際マネジメ

ントの最高基準にも準拠し、労働安全衛生および環境の保護に関する活動を管理します  

• 労働安全衛生上のリスクを継続的に特定、評価、防止、保護すること、事故の潜在的原因

を迅速になくすこと、各作業に関連した従業員の健康モニタリングプランを実行すること

で、健康的で安全な労働環境における「事故ゼロ」および「損傷ゼロ」の目標を追求しま

す  

• プログラムの発展を支援し、心身の健康とワークライフバランスを向上させます  

• 労働安全衛生に関して労働者とその代表者の協議および参加を促進します 

• バリューチェーン全体で環境リスクを継続的に特定、評価、防止、最小化することで環境

保護を追求します  

• 「ミティゲーションヒエラルキー」（回避、最小化、矯正、代償など）を適用した「生物

多様性ノーネットロス」の原則を採用し、生物多様性、エコシステム、事業ユニットの関

連エコシステムサービスへの影響を最小化することに取り組みます 

• 生物多様性、エコシステムサービスの保護、森林破壊の防止を徹底し、生物多様性1に関連

していたり、特別な重要性や価値がある保護地域や保護区における操業を慎重に最小化し、

また、いかなる新たな製造拠点も保護地域に配慮して選択されるよう徹底します  

• バリューチェーン全体での気候変動最小化と革新的な脱炭素化、天然資源の責任ある使用

と消費の削減（「資源スチュワードシップ」）を追求し、有害物質の排出を最小化するた

めに、「5R」（Re-think（再考） – Refuse （拒否）– Reduce（削減） – Reuse（再利用） 

– Recycle（リサイクル））アプローチと言い換えられる、循環経済の原則に準拠した製品

および製造工程の開発を約束します  

• 事故が起きた場合に人々と環境に害が及ぶことを防ぐよう設計された緊急管理プログラム

を開発し実行します  

• 労働安全衛生、ライフサイクルを通じたプロセス、製品およびサービスに関連した環境パ

フォーマンスの継続的な改善のために利害関係者の具体的な目標を定め、管理し、利害関

係者に伝えます  

 
1生物多様性に関連する地区 – グローバル、地域、国内レベルで該当する生物多様性（「危機的な生物多様

性」）がある地区： 地域/生息環境/保護種。国際自然保護連合（IUCN）のレッドリストで絶滅寸前、絶滅

危機、危急と分類されている種、固有種、国際認定地域（世界遺産地区、ラムサール湿地帯、ユネスコ人間

と生活圏計画）。 
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• 労働安全衛生の文化と環境意識を促進し、またこれらに関する会社の責任と方法が適切に

更新、伝達、理解されているよう徹底するために作られた継続的トレーニングおよび情報

プログラムに組織の全レベルが関わり、安全かつ環境に配慮した働き方に関して従業員に

権限を与え、教育し、動機を与えます 

• 本指針で取り組まれている課題の規制、研究、持続的管理に関わる政府機関、学術機関、

非政府機関、業界団体と国内外で積極的に協力します 

• 国際基準、およびサプライヤーが事業を行っている国の法令に従って、労働安全衛生、環

境への配慮、生物多様性とエコシステムの保護、森林破壊の防止、天然資源の保護と責任

ある使用に関して、現場とサプライチェーン全体で管理モデルを実行するようサプライヤ

ーに求めます。  

Pirelliは本指針に記載されている価値観を追求する目的で、最良の慣行と国際的に認められた適用

基準に基づいて、継続的改善に特化した、統合型で構造化され、動的な管理システムを構築して

きました。  

安全衛生および環境部門やさまざまに関わる（研究開発、持続可能性、購買、品質、製造、全社

的リスク管理の各部門などに限定されない）その他の部門の支援のもと、Pirelliの経営陣は、すべ

ての従業員と当社と協力する人々の関与を徹底し、本方針の完全な実行における戦略的役割を担

うことで、個別の行動を本方針に記載されている価値観と一致させます。  

計画と結果は、取締役の承認に従って、当グループの年次報告に記載されています。 

Pirelliは、本指針の違反に関して、従業員の労働安全衛生と福祉および環境の保護を脅かすか、ま

たはその可能性があるあらゆる状況を匿名でも報告できるチャンネル（Pirelliのウェブサイトで公

表されている「内部告発方針 - 報告手順 」）を当社のすべての利害関係者が利用できるようにし

ています。  

 

本指針に関連する文書: 

• 倫理規範  

• グローバルな人権に関する指針 

• プロダクトスチュワードシップ指針 

• 持続可能な天然ゴムに関する指針 

• グローバル品質に関する指針 

• 内部告発に関する指針 - 内部告発手順 
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https://corporate.pirelli.com/corporate/en-ww/governance/principles/gov-ethical-code
https://corporate.pirelli.com/corporate/en-ww/governance/principles/group-policy/gov-global-human-rights-policy
https://corporate.pirelli.com/corporate/en-ww/governance/principles/group-policy/gov-product-stewardship-policy
https://corporate.pirelli.com/corporate/en-ww/governance/principles/group-policy/gov-sustainable-natural-rubber-policy
https://corporate.pirelli.com/corporate/en-ww/governance/principles/group-policy/gov-quality-policy
https://corporate.pirelli.com/corporate/en-ww/governance/principles/group-policy/gov-whistleblowing-policy

